
 第三セクターの改革に向けた取組状況（平成２９年度末現在）  

 

１ 法人名：石巻産業創造株式会社 

 

２ 所管部署：産業部産業推進課 

 

３ 改革が必要な理由（「第三セクターに関する指針」の改革取組の必要基準より） 

   ・経営が悪化しているおそれのある法人（累積欠損金があること。） 

 

４ 取組状況 

取 組 項 目 
石巻市の指導方針及び石巻市の指導に 

対する法人の考え方（抜粋） 

取組計画 Ｈ29 取組状況 

（実施・進行中・未実施） 
実施した取組内容の詳細 

取組を実施した事に 

よって得られた成果 

現在の状況、 

H30 年度の取組予定 実施時期 実施内容 

（１）法人が担う

べき役割の

明確化 

【石巻市の指導方針】 

新たに委託する事業を着実に実施し、

また、事業実施に当たっては、「石巻市

の産業復興の中核的な役割」を果たす

ため、実施事業の効果を検証すること。 

【法人の考え方】 

地域の企業を支援する（仮称）ISS サ

ポートセンターを企業支援担当部門に

設置し、次の取組を行う。 

① 創業期から安定期まで切れ目のな

い地域企業等の経営支援 

② 地域資源を活かした６次産業化・

地産地消推進支援 

③ 産学官及び地域企業等の連携支援 

④ 地域企業等への支援情報や活動状

況紹介などの情報発信 

平成２９年度 

（仮称）ISS サポー

トセンターを開設

し、地域企業に対し

事業内容等センター

の認知を図る。 

実施 

平成２９年４月１日に地域企業

の総合支援無料相談窓口としてＩ

ＳＳビジネスサポートセンター「Ｉ

－Ｂｉｚ」を４名体制で設置した。 

「Ｉ－Ｂｉｚ」として創業者に対

する相談やセミナーの開催をはじ

め、既存企業に対する経営相談や若

手経営者の能力向上を図るための

セミナー等の開催を行った。 

また、産学官グループ交流会に対

する支援としてＩＭプロジェクト

の事務局として、プロジェクト活動

の支援を行うとともに、地域資源活

用事業への支援を行った。 

 

平成２９年６月１日にホームペ

ージを全面改訂し、東北経済産業局

をはじめとした企業支援機関等の

最新支援情報の発信が図られた。 

セミナーについては、既存の創業

開成塾等を継続して開催し、創業者

に対する支援が図られた。また、よ

ろず支援拠点と連携し「売上アップ

のための広報戦略セミナー」等を開

催するとともに、若手経営者を対象

に経営革新塾を開催し、既存事業者

への支援が図られた。 

また、平成３０年１月１８日仙台

国際センターで開催された「産学官

金連携フェア」に企業支援機関とし

て出展し、「Ｉ－Ｂｉｚ」の認知が

図られた。 

石巻地域産学官グループ交流会

の事務局に加わり、相談窓口、連携

支援、事業企画運営の役割を担うこ

ととし、より積極的に地域課題への

取組支援を行っていく。 

セミナーについては、創業開成塾

や経営革新塾を引き続き開催する

こととし、地域の経営者の資質向上

を図っていく。 

 

平成３０年度 

（仮称）ISS サポー

トセンターの地域企

業からの相談窓口と

しての定着を図る。 

 

平成３１年度 

有料の新たな支援事

業の提供など独自収

益事業の拡大を図

る。 

 

（２）法人の体制

（人員）の

再検討 

【石巻市の指導方針】 

新たに実施する委託事業において、人

員を含む体制の強化と関係団体との連

携体制を構築すること。 

【法人の考え方】 

地域事業者の支援経験を有する人材を

採用するとともに、それらの人材の経

験等を企業支援に生かしていく体制を

構築する。 

平成２９年度 

支援経験者等の人材

確保及び体制の構

築。 

実施 

産業復興支援員を「Ｉ－Ｂｉｚ」

の支援員として採用するとともに、

企業活動の支援経験者を募集し、採

用した。 

６次産業化地産地消推進センタ

ーで活動していた産業復興支援員

３名を「Ｉ－Ｂｉｚ」の支援員とし

て採用することとしたが、年度途中

で２名が退社し、内１名を募集し経

営コンサルタント経験者を採用す

ることができた。また、宮城県環境

コーディネーター経験者１名を採

用することができた。 

空席となっていた産業復興支援

員１名について募集を行い、平成３

０年６月から石巻市産業部任期付

職員経験者を採用した。 

経営、技術、市民活動、金融、行

政等多様な経験者の体制が構築で

きたことから、他の支援機関と連携

し地域企業の様々な課題等への支

援を図っていく。 

平成３０年度 
事業の着実な実施及

び体制の充実。 
 

平成３１年度 
事業の着実な実施及

び体制の充実。 
 

資料３－２ 
 



 

（３）業務別の活

動指標と成

果指標の設

定・共有 

【石巻市の指導方針】 

活動指標及び成果指標の再検討及び事

業実施後のフォローアップを行い、事

業成果を踏まえ、新たな事業展開を検

討し、独自事業実施若しくは市委託事

業等へ反映していくこと。 

【法人の考え方】 

（仮称）ISS サポートセンターの活動

に対し、支援企業数等の具体的な数値

目標を設定するとともに、創業件数な

どを成果指標に定め、実施事業の効果

の検証を行う。 

平成２９年度 

(仮称)ISS サポート

センターの周知を目

的にマスコミへの露

出や情報発信件数な

どを活動指標に設定

する。 

実施 

創業開成塾等セミナーや経営相

談件数について数値目標を設定し、

活動を実施した。 

また、「ＩーＢｉｚ」の周知を図

るため関連機関と連携するととも

に、関連機関が実施する事業に積極

的に参加した。 

セミナー等開催については、創業

開成塾、なでしこ開成塾を開催する

とともに、新たに「売上アップのた

めの広報戦略セミナー」、「ＩＴを取

り入れて、らくらく経営術セミナ

ー」、「経営革新塾」等を開催した。 

また、経営相談会については、新

たに訪問相談を開催した。 

経営相談会・セミナーの目標開催日

数４０日に対し７４日開催し、延べ

２７４人が受講及び相談を行った。 

石巻の未来を考える石巻 2025 会

議に創業支援機関として参加し、

「Ｉ－Ｂｉｚ」の活動を紹介すると

ともに、他の創業支援機関と連携を

図ることで合意した。 

情報発信については、当社ホーム

ページにおいて各関係支援機関等

が実施している中小企業者向けの

支援制度やセミナー等の最新情報

を２２９件ほど掲載した。 

創業開成塾、なでしこ開成塾、経

営革新塾については、継続して開催

するとともに、水産業等地域企業が

抱える課題についてのセミナーを

開催し、課題解決への支援を図って

いく。 

また、創業に対する意識を醸成す

るため石巻専修大学等と連携し、

中・高生に対してのアントレプレナ

ーの開催を検討する。 

目標相談回数については、前年度

の延８５件を上回る、延１００件を

目指し活動を行う。 

平成３０年度 

(仮称)ISS サポート

センターの定着を目

的に相談回数などを

活動指標に設定す

る。 

 

平成３１年度 

実施事業毎に活動指

標を設定するととも

に、創業件数などを

成果指標に定め、事

業の効果の検証を行

う。 

 

（４）法人ならで

はの産業振

興の推進 

【石巻市の指導方針】 

新規事業においては、今後の産業支援

に向けた体制を構築すること。 

また、新たな事業展開を検討し、独自

事業実施若しくは市委託事業等へ反映

していくこと。 

【法人の考え方】 

有料による質の高い支援を求める企業

に対しては、要望に対応できるよう他

の専門支援員との連携体制を構築する

とともに、有料による支援が独自に提

供できるよう職員の能力向上を図る。 

平成２９年度 

地域企業が有料でも

活用したいと考える

支援事業を把握し、

提供可能な支援事業

の検討を行う。 

実施 

地域企業を訪問し、企業の課題を

把握するとともに企業の支援機関

へのニーズについて聞き取りを行

った。 

 経営者の右腕となり経営をサポ

ートする人材や生産工程管理等を

行う人材等の育成について需要は

増えてきているものの、有料での育

成については未知数の部分がある

とともに、育成した人材に応分の報

酬を払うことができるか、現状では

難しいと感じられた。 

 補助金の活用等の需要も多く、ま

た、企業連携の事務を担う需要も多

くなると思われることから、有料で

請け負うために必要な資格等につ

いて検討する。 

 また、中小企業庁の経営革新等支

援機関認定については、中小企業大

学校での受講が必要であることか

ら、機関認定の必要性を含め検討す

る。 

平成３０年度 

中小企業庁の経営革

新支援機関への認定

を申請するととも

に、具体的な有料支

援事業の構築を図

る。 

 

平成３１年度 

有料支援事業の提供

を開始するととも

に、職員の能力の充

実を図る。 

 


